
○
「

林
業

労
働

力
の

確
保

の
促

進
に

関
す

る
基

本
方

針
」

の
見

直
し

に
よ

り
、

「
林

業
労

働
者

の
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
」
を
新
た
な
施

策
の
柱

と
し
て

追
加
。

○
具
体
的
に
は
、
以
下
の
取
組
を
推
進
。

○
近
年
、
「
緑
の
雇
用
」
に
よ
り
新
規
就
業
者

が
増
加

し
て
お

り
、
今

後
の
活

躍
が
期

待
。

○
将
来
、
作
業
内
容
は
、
よ
り
高
度
化
す
る
と

と
も
に

、
チ
ー

ム
で
の

作
業
が

中
心
に

。

○
し
か
し
、
不
安
定
な
雇
用
形
態
な
ど
に
よ
り

、
新
規

就
業
者

の
多
く

が
将
来

を
不
安

視
。

→
こ

の
ま

ま
対

策
を

講
じ

な
け

れ
ば

、
離

職
な

ど
に

よ
り

、
今

後
、

必
要

な
技

術
が

蓄
積

さ
れ

ず
、

国
産

材
の

安
定

供
給

や
森

林
整

備
に

支
障

。

林
業
労
働

施
策
の

方
向
に

つ
い
て

現
状

と
問
題

点

施
策

○
林

業
労

働
者

が
将

来
に

わ
た

っ
て

高
い

能
力

を
身

に
つ

け
て

い
く

た
め

に
は

、
定

着
し

て

も
ら
う
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
や
り
が

い
の
持

て
る
就

労
環
境

の
整
備

が
課
題

。

○
こ

の
た

め
、

ま
ず

は
、

事
業

量
の

確
保

や
収

益
力

の
向

上
な

ど
「

経
営

の
安

定
化

」
に

取
り
組
む
ほ
か
、
事
業
主
に
よ
る
以
下

の
取
組

が
重
要

。

課
題

①
事

業
量

の
確

保
や

収
益

力
の

向
上

な
ど

を
現

場
で

実
践

す
る

た
め

に
必

要
な

技
術

等
を

労
働

者
に

段
階

的
か

つ
体

系
的

に
習

得
さ

せ
る

こ
と

②
人

材
育

成
の

方
針

や
労

働
者

の
業

績
・

能
力

評
価

基
準

な
ど

の
社

内
規

定
等

を
整

備
し

、

能
力

に
応

じ
た

公
正

な
処

遇
に

努
め

る
こ

と

○
公

共
事

業
に

依
存

し
、

他
産

業
と

比
較

し
て

雇
用

管
理

面
で

立
ち

遅
れ

て
い

る
林
業
事
業
体
に
と
っ
て
は
、
こ
れ
ま
で

取
り
組

ん
だ
こ

と
の
な

い
未
知

の
領
域

。

○
中
小
零
細
な
事
業
体
が
多
く
、
自
力
で
評
価

基
準
等

の
整
備

は
困
難

。

①
基

本
方

針
に

即
し

て
、

事
業

主
が

行
う

段
階

的
か

つ
体

系
的

な
人

材
育

成
を

新
た

に
支

援
（

「
緑

の
雇

用
」

現
場

技
能

者
育

成
対

策
）

。

②
研

修
修

了
者

の
能

力
を

客
観

的
に

評
価

で
き

る
よ

う
、

キ
ャ

リ
ア

に
応

じ
た

登
録

制
度

を
国

に
お

い
て

創
設

す
る

と
と

も
に

、
人

事
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

等
を

整
備

し
、

当
該

登
録

者
の

地
位

向
上

を
支

援
。



キャリアのイメージ

就 業 希 望 者

新 規 就 業 者

研修後は現場経験
を積んで習熟度向上

最低5年以上の者が対象

最低10年以上の者が対象

３年目

段階的かつ体系的な技能者育成（全国統一の研修カリキュラム）

・労確センター等（各県単
位）で3年間（75日程度）の
集合研修
・安全作業の手順が確実に
できるか研修後に確認

・就業相談会（ガイダンス）
・20日間程度の林業就業支
援講習（厚労省事業）
・3ヶ月程度のトライアル雇用

・全国単位で１0日間程度の
集合研修
・習得水準を研修後に確認

・労確センター等（ブロック単
位）で15日間程度の集合研
修
・習得水準を研修後に確認

≪就業前≫

≪初等教育訓練≫

≪中等教育訓練≫

≪高等教育訓練≫

・林業への就業に関する情報の提供や相談の
実施
・林業の作業実態や就労条件等の理解を促進

就業の円滑化

林
業
労
働
者
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
支
援

・森林の機能や施業の方法等林業就業に必要
な基本的な知識・技術を習得
・現場作業に必要な安全衛生教育、特別教育、
技能講習を実施
・現場作業を安全に遂行するための手順を習得

労働安全の確保（ステップ１）

・各現場での工程管理やコスト管理など作業班
長に必要な知識・技術を習得
・作業班員への技術・安全指導に必要な知識・
技術を習得

施業の効率化（ステップ２）

事業・安全の管理（ステップ３）

・各現場の進捗管理、関係者との合意形成など
統括管理者に必要な知識・技術を習得
・安全衛生管理等に必要な知識・技術を習得

新
規
就
業
者
の
確
保
・
育
成

高
度
技
能
者
の
育
成

研修修了者登録制度

技能者の能力評価
にも資することから、
事業主が待遇の改
善等と一体的に取り
組めるよう運用

それぞれの段階で所定の
カリキュラムを修了した者

農 林 水 産 省 が 備 え る

研修修了者名簿に登録

登録希望者からの申請

農 林 水 産 大 臣 か ら
それぞれ登録証を発行

事業主その他の関係者

閲覧可

・森林整備を発注する場合は、フォ
レストリーダー以上がいる事業体が
高く評価される仕組みの導入

・人事管理マニュアルを活用し、
従業員の処遇改善ができるよう指
導

林 業 作 業 士
（ ﾌ ｫ ﾚ ｽ ﾄ ﾜ ｰ ﾜ ｶ ｰ ）

統括現場管理責任者
（ﾌ ｫ ﾚ ｽ ﾄ ﾏ ﾈ ｰ ｼ ﾞ ｬ ｰ ）

現 場 管 理 責 任 者
（ ﾌ ｫ ﾚ ｽ ﾄ ﾘ ｰ ﾀ ﾞ ｰ ）

（登録者は5年ごとに就業状況を報告）

林業労働力の確保・育成について

○ 林業就業者の減少･高齢化が進む中、これまでは労働集約的な造林･保育が主体であったため、まずは「新規就業者
の確保」が重要であったことから、「就業の円滑化」と「労働安全の確保」を主な施策として実施。

○ 今後は人工林の成熟化に伴い、より高度な知識･技術の習得・蓄積が必要となるため「高度技能者の育成」も重要。


